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Ⅰ 目的

産業として介護（医療）を見た場合，労働市場
としての効果，産業の波及効果，自治体への影響
が考えられるが，主に労働市場としての効果を，
産業連関表を利用して分析を試みた。

Ⅱ 方法1)

分析として，産業としての医療・介護の影響力
係数（最終需要の増加があった場合に産業全体に
与える生産波及の相対的な大きさを示す指標）と
感応度係数（他産業から受ける影響の相対的な大
きさを示す指標）を算出し（将来試算の方法つい
ては経済産業省が実施する延長産業連関表の方法
を準拠），100万円の生産をあげるのに直接効果分
として必要な従業員数を示している従業者係数，
必要な有給役員・雇用者を示している雇用者係数
を算出する。

Ⅲ 結果の概要

介護費と医療の分布を見ると，1．介護費も高
く医療費も高い地域，2．医療費は高い地域，3．
介護費も医療費も高くない地域に分けられる。例
えば高知は1で感応度係数・影響力度がともに高
く，反対に感応度係数・影響力度は小さい。また，
埼玉，千葉，神奈川といった都市部でも，感応度
係数・影響力度が低い（図1）。これは，介護産業
に対する当該地域の依存度に起因する。また，図
2には，従業員係数・雇用者係数を挙げている。感
応度係数・影響力度の低い地域は従業員係数・雇
用者係数も低く，感応度係数・影響力度が高い地
域は従業員係数・雇用者係数も高い。

Ⅳ 考察

地域版の作業連関表における介護（医療）の重
要度が低かったため，図2のように欠損値が多く，
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今後，拡充していく必要がある。分析の観点から
言えば，当該産業の従業員係数・雇用者係数が高
い地域はその産業の生産性が低い地域であると言
えるが，労働集約的な介護産業の場合，それが直
接に当てはまるかは今後の検討が必要である。仮

に生産性に違いがないとすると，従業員係数・雇
用者係数が高い地域は，人数を掛けた，より手厚
い介護を実施していることになる。

（やまもと・かつや）
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資料）総務省「平成17年度産業連関表」

図1 「産業連関表 影響力係数・感応度係数」
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図2 「産業連関表 従業員係数・雇用者係数」


